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"競 争の原理"の 導入 に伴い
,建 設構造物の品質欠陥の発生が懸念 され,実 際に様々な問題 が発

生 し始 めてい る.本 研究では我が国の建設産業 におけるプ ロジェク ト遂行管理 システムの実態を定

性的 ・定量的に把握す るため,国 内工事の品質欠陥事例の分析,お よびプロジェク ト遂行管理基準

(施工計画書,ス ケジュール表,工 事費内訳書)の 内容精度,連 携精度の実態調査 を行 った.そ の

結果,我 が国ではプロジェク ト遂行管理基準が契約事項ではない ことを背景 に,内 容や相互連携 の

薄いものが形式的 に作成 され,こ のことが品質欠陥や論理的基盤 の乏 しい設計変更手続きの原因 と

もなっていることが見出 された.具 体的方策 として早急 に行 うべきは,施 工計画書の充実・重視 と,

発注者 と請負者の技術力を統合 した"経 過の管理"の 実現である.

【キーワー ド】:品 質欠陥,プ ロジェク ト遂行管理基準,経 過管理,契 約管理

1.は じめ に

姉歯建築士の耐震構造偽造事件等,我 が国では建

築構造物の品質欠陥に関する事件・事故等が数多く報

道 され,建 造物およびそれを造る建設産業に対する

国民の信頼は益々低下している.土 木構造物も品質

欠陥問題 と無縁ではない.

近年の自治体における不良工事の発生状況1)や国土

交通省の地方整備局が公開した粗雑工事の発生件数

の推移2)などのように,公 共工事における品質欠陥が

増加 しつっあるという調査結果も存在 しており,公

共工事関係者の間では品質欠陥の発生 とその防止策

が大きな課題 となっている.ま た,国 土交通省や農

林水産省をは じめ,地 方自治体等を含む多くの発注

機関が粗雑工事による指名停止期間延長等のペナル

ティ強化策を打ち出してお り,品 質欠陥の発生が全

国的な重要課題 となっていることを裏付けている.

改めて述べるまでもなく,社 会基盤構造物におけ

る品質欠陥の発生 は社会に大 きなインパ ク トを与 え

る.品 質問題発 生への対策 として,発 注者,請 負者

側 で も品質確保 に向けた さまざまな取 り組みがなさ

れてい る.し か しなが ら,未 だ有効な対策が見出さ

れてお らず,試 行錯誤 の状態 といってよい.

近年 の品質欠 陥発生の背景 には,我 が国の建設産

業が直面 してい るさまざまな事業環境 の変化が重 な

り合 っている.我 が国の建設産業 は相互信頼 を基盤

とす る ζ`信義則"に 則 っている.最 近の品質欠陥発

生は,相 互信頼を基盤 とす る"結 果の管理'3)が 限界

に達 してお り,プ ロジェク ト遂行管理 システムの機

能不全が発生 しているとも考え られ る.

筆者 らは実際に発生 した品質欠陥問題 の当事者等

か らの依頼 を受 け,独 立 した専門技術者集団 として

問題分析 を行 ってきた.本 研究で はこれ らの事例や,

国内外 における現場経験 を踏まえて,品 質確保 のた

めにあるべきマネ ジメン ト構 造"プ ロジェク ト管理
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基本 フロー"の 構築 を試みた.次 いで,国 内外のプ

ロジェク トの施工計画書を分析 し,構 築 した"プ ロ

ジェク ト管理基本フロー一"に 従い,我 が国の公共工

事にお ける施工管理体制の実態を把握す る と共にプ

ロジェク ト遂行管理システムの問題点を見出 した.

本研究は上述の調査・分析に基づいて我が国の公共

事業における品質確保のためには品質 ・安全 ・時間・コ

ス トの総合管理を実質的に機能 させ ることが必要で

あることを示 し,総 合管理を機能 させ るためのプ ロ

ジェク ト遂行管理 システムを提案するものである.

2.我 が国の建設産業が直面する社会状況の変化

(1)建 設産業に対する国民の信頼低下

1995年4月 に 「建設産業政策大綱」が発表 され
"透 明性の向上"の 具現に向け

,施 策が打ち出 され

た.以 来,1999年 の 「建設産業再生プ ログラム」等,

様 々な試みが成 されてきた.「 建設産業政策大綱」は,

15年 間を見通 し2010年 までの市場予測等を踏 まえ設

定 されたもので2年 を残すのみ となっているが未だ

成果 らしき成果はみ られない."透 明性向上"に 付い

ては,国 民の信頼低下 とい う現実か らみて も成果は

乏 しい と云わ ざるを得ない.耐 震設計偽装問題 に端

を発 し様々な欠陥問題 が発生 し,建 設産業に対す る

国民の信頼は低 下の一途 を辿 っている.こ ういった

背景 を受 け若者 の建設離れ は著 しく,工 業高校,高

等専門学校,大 学等の建設系学科 を専攻す る生徒 ・学

生の数 は急激 に低下 している.こ のままでは国民の

生活基盤 を造 り,維 持管理す ることが難 しい状態に

なる.

(2)"競 争の原理"へ の転換

日本の建設投資額は1992年 をピークに減少 してい

る.図-1.は 我が国の建設投資の推移を示す もので

ある.公 共建設投資の減少が最も顕著であることが

わかる.バ ブル経済によって押 し上げられた1995年

の ピークと比較 して事業量の減少を論 じるのは的確

ではない.バ ブル経済は通常の経済原理での利子,

収益性,生 産性 といった基礎条件(Fundamentals)

を超えた状態で推移 したものであ り,異 常値を基準

として現状 を論 じることは妥当でないか らである.

だが,急 激な事業量の減少によって公共工事を取 り

巻 く事業環境 が大きく変化 した ことは事実である.

2005年5月 に刑事告発 された鋼鉄製橋梁工事の談合

図-1.1980年 以降の建設投資額の推移

事件 を受け,国 土交通省は入札談合の再発 防止策 と

して一般競争入札方式 の拡大を各地方局に通知 した.

この施策は他の発注組織にも影響を与え,2007年12

月 に公表 された調査結果4)で は,全 ての 中央政府機

関,特 殊法人,都 道府県,政 令指定都市および46.8%

の市町村 が一般競争入札 を導入済であ るとされてい

る.ま た,課 徴金 引上 げ,課 徴金減免制度導入等 を

柱 とした改正独 占禁止法が2006年1月 か ら施行 され

た.同 法改正に関連 し,2006年4月 に日本土木工業

協会が談合か らの決別宣言5)を 発表 した.

事業量の減少 と共に,内 在 していた問題 が顕在化

し"協 調 の原理"か ら"競 争 の原理"の 変化が加速

した.今,日 本 の建設 産業 が根本理 念 として きた
"相 互信頼 を基盤 としたプ ロジ

ェク ト執行形態"が

大 きく揺 らぎ出 し,こ れまで確保 され てきた工事 の

品質や安全 に影響が発生 し始めている.

(3)技 術の空洞化の進行

この数年,高 い技術力を誇っていた大手企業によ

る品質欠陥や事故災害の発生が顕在化 してきた.問

題発 生の背景に建設技術 の空洞化 が挙げ られている.

業務 の効率化への対応 のため専業化が進行 した結果,

プ ロジェク トの遂行 を担 う基幹技術者が,自 身で行

な う建設技術の範囲は年々縮小する傾向にあるとい

う指摘3)もなされている.こ ういった背景か ら,マ ネ

ジメン ト能力 も含めた総合的な技術力の向上が課題

とされている6).同 時に,団 塊世代の大量退職 に伴い,

若手技術者への技術継承が間に合わない7)とい う課題

も指摘 されている。このように,今 後の社会基盤整

備 を担 う各組織の技術力を維持 ・発展 させ ることも現

在の課題 となっている.
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表-1.総 合評価方式の未導入率4)

3.品 質確保に向けた取 り組みの現状と課題

前章で述べた よ うな状況 において,発 注者側は

「低価格による入札が急増す るとともに ,工 事中

の事故や手抜 き工事の発生,下 請業者や労働者への

しわ寄せ等に よる公共工事の品質低下 に関する懸念

が顕著 となっている8)」 ことを危惧 してい る.こ う

いった背景 を受 けて導入 された品質欠陥防止策の現

状 と課題 について整理す る.

(1)発 注者側の取り組み

2005年4月 施行の 「公共工事の品質確保 の促進に関

す る法律(品 確 法)」 が発注者側の取組 の基本 とな

り,各 種の施策が打ち出されている.

a)総 合評価方式の導入

総合評価方式の導入状況4)を表-1.に 示す.中 央政

府 ・特殊法人 ・都道府県・指定都市における導入は進ん

でい るものの,専 門職員 の不足等に起因 して市区町

村 レベルの地方 自治体へはあま り浸透 していない.

これを受けて,発 注者支援の体制強化や導入費用の

支援等の施策が打 ち出されているのが現状 である.

b)超 低価格入札(ダ ンピング)対 策

予定価格に対す る落札金額の比率 を示す"落 札

率"が 低いτ事ほど粗雑工事の発生率が高い とい う

データを背景 として,国 土交通省 はダンピング受注

による品質低下への懸念を示 している9).こ の対策 と

して,低 入札価格調査対象工事 においてはモニター

カメラの設置,不 可視部分の ビデオ撮影義務付け,

WTO政 府調達協定対象工事における施工プロセス管理

等 といった監視強化策が打ち出されている.

(2)請 負者側の取り組み

図-2.は 建設業 におけるISO9000s適 合組織数の推

移10)を示 したものである.建 設業界では,2000年3月

～2005年9月 にかけての約5年 間でISOの 登録企業数

は約8倍 に増加 した.た だ し,こ れにより直ちに品質

図-2.ISO9000適 合組織 数の推移10)

が向上す るか とい う点については疑問が残 る.第 一

に建設業においては2005年12月 以降ISO適 合組織数が

減少傾 向にあることである.第 二に,草 柳 ・新井は

ISOの 品質保証・管理システム としての機能性 と必要

性 について建設プロジェク トに携わっている技術者

達へのアンケー ト調査 を行っている11).こ の調査結

果では"あ る程度機能 してお り,必 要であると思

う"と い う意見 と"あ ま り機能 してお らず,あ まり

必要ない と思 う"と い う回答がほぼ同数であったこ

とである.ISOの 活用状況 には企業 ごとに違いはある

が,品 質保証 ・管理システム としての機能性 といった

観点では疑問をもつ技術者が半数近 くに上っている

ことになる.草 柳 は建設産業におけるISO9000s導 入

について,下 記の問題点を指摘 している12).

・経営学的にみ ると,い かなる事業 も,究 極的には

製造業 と受注業の二形態に分類することができる

・製造業における品質マネジメン トの本質は不適合

をいかに少なくするか とい う"製 品の歩留 り"の

管理

・建設産業は受注業の範疇にはいる

・建設事業の品質マネジメン トには"製 品の歩留

り"と いった考 え方は実態に即 さない.建 設事業

の品質マネジメン トの本質は"経 過の管理"

・ISO-9000sは 製造業を対象に作成 されたため
,建 設

産業に携わる者に とって分か りづ らい,ま た別の

意味を持つ用語が幾つかある

・規格条項の内容 が建設プロジェク トのマネジメン

トの実態にそ ぐわない点が認め られ る

つま り,受 注生産を行 う建設企業への導入に際 し

ては建設現場の管理実態を踏 まえたカスタマイズが

必要である.し か しなが ら,草 柳 ・新井や,日 本適合

―193―



性認 定協会 が実施 したアンケー ト回答13)を見 る限 り

ISOの 形式的導入 に伴 う負担増 と運用の形骸化 が発生

していることが推測できる.

(3)信 義則を基盤とする管理システムの維持

我が国の建設業法第18条 のいわゆる"口 義則"は

民法第1条2項"権 利の行使及び義務の履行は,口 義

に従い誠実 に行わなければな らない"と い う文言を

起源 とするものと考えられ る.民 法の解説書には口

義則(信 義誠実の原則)に ついて"人 は当該具体的

事情の下において相手方か ら一般に期待 され る口頼

を裏切 ることのないよ うに誠意をもって行動すべき

である"14)と 記 されている.ま た,佐 久間はその著

書で口義則の適用は以下の ような場合に唱えられる

と述べてい る15).

・ ある問題について既存の法理が存在す るが,そ の

法理の内容 を具体化す る必要がある場合

・既存の法理 による処理が妥 当でない場合に,そ の

法理 を修正するために口義則が用い られる場合

・問題処理のための法理が存在 しない場合に,口 義

則により解決が図 られ る場合

この記述か らすると,口 義則 とは,法 規・法令や契

約書等によって判断できない場合,あ るいはす るべ

きでない場合 に適用 され るものであ り,そ の際の判

断基準を"相 手方か ら一般 に期待 される口頼"と す

ることである と捉えることができる.つ ま り,契 約

書 に書かれていない事項,お よび契約書で"甲 乙協

議 して定める"と されている事項が口義則の適用範

囲であると考 えられ る.

公共工事標準請負契約約款で 「甲乙協議 して定め

る」 と記 されている条項 についてだが,国 際建設 プ

ロジェク トにおいて一般的に用い られるFIDIC約 款の

該 当条項では,同 約款には具体的な問題解決の手続

が しっか りと記載 されている16).国 際建設プ ロジェ

ク トには文化的基盤が異 なる者が数多 く参画す るた

め,「 甲乙協議」のよ うなプロセスを極力少なくす

る形に約款が構成 されていると考え られ る.

我が国の公共工事標準請負契約約款では代金内訳

書 と工程表についても契約的な意味を持たせていな

い.つ ま り,公 共工事標準請負契約約款は,契 約事

項 を少な くし,信 義則の適用範囲を極めて広 く設定

す る形で構成 されているもの と捉 えることができる.

業務着手前に"判 断基準"を 厳密 に設定 しない方

式 は業務遂行 において融通が利 き,相 互が応用動作

で業務 を処理 してゆくといった面では生産性の観点

か ら見ても優れたものであ り,こ の形は我が国の急

速な社会基盤整備を可能に させた といってよい.

しかしながら,今 日強 く求め られ るよ うになった

透明性の観点か らす ると大いに問題 となることにな

る.ま た,前 章で述べた財政難,競 争原理の導入,

技術の空洞化等 といった社会環境 の変化の もとでは,

相互信頼の産業構造が大きく変化せ ざるをえないこ

とになる.現 在,様 々な監視強化策が打ち出 されて

い るが,契 約管理の前提 となる代金内訳書 と工程表

の位置づけは変わってお らず,"甲 乙協議"の 範囲

も変わっていない.

図-3.は こ うい った実態 のメカニズムを図化 した

ものである.草 柳 ・新井が整理 した品質問題発生のメ

カニズム11)に,こ れ まで述べてきた各種の要 因を整

理 したもの を追加 し作成 した.建 設投資減少 に伴 う

生産性 向上の必要性増大,信 義則 を基盤 とす る現状

の品質管理システムに加 え,技 術 の空洞化,形 骸化

したISO,と いった要素が建設現場 に集 中 している.

図-3.建 設 工事 における品質 問題 発 生のメカニズム

(草柳 ・新井(2006)11)に 加筆)
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こ ういった状況が品質欠陥 を生み出す背景 となって

い るものと考 えられ る.

4.建 設マネジメン トの観点からみた品質欠陥事

例研究

筆者 らはい くつ かの品質欠陥事例を独立 した専門

技術者集団 として問題分析 を行 ってきた.以 下にそ

の概要を述べることにする.

(1)床 鍋倉川 トンネル(図-4)

a)発 生 した問題

・竣工後,連 続雨量325mmの 降雨が発生 した際に覆

工 コンク リー トの亀裂および湧水が発生 した.

・これ を契機 に覆工厚の不足が発覚 した.

・電磁波探査の結果,設 計厚 である300mmに 満たな

い箇所が全覆工面積の17%存 在 した.

・覆工厚が100mmに 満たない箇所が存在 した一方,

600mmを 超 える箇所 も存在 した.

b)発 生要因

・工事 中の異常湧水発生や測量担当者の技術不足 と

いった事情を背景 として掘削基準線が蛇行 し,掘

削断面が正規の位置 よりずれた.

・ 施工計画書における測量に関す る記述 は1ペ ージ

に満たなかった.

・ 実際に打設 された コンク リー ト数量は設計値の

1.9倍 であ り,覆 工厚 さの不足はコス ト削減等 を

狙った意図的な欠陥工事ではない.

・発注者の監督員は毎年交代 した.

・監督員 に トンネル工事の経験者はいなかった .

・建設工事監督規程 に準拠 した監理が行われていた

が,覆 工の型枠寸法の段階確認が行われたのは全

105ロ ールに対 し5回 であった.

・監督員は建設会社が"信 義に基づき誠実"に 工事

を行 うと口 じていた と述べた.

c)対 策工

・地下水位上昇が想定 され る箇所に排水工設置

・覆工 コンク リー トをア ンカーボル トにて固定

(2)愛 媛県武道館(図-5)

a)発 生 した問題

・下請業者が作成 した施工図は,屋 根 と支柱 を固定

す るアンカーボル トの配置が間違っていた.

・施工図は修正 されたが,修 正前の施工図に基づい

図一4.床 鍋倉川トンネル坑 口と覆工コンクリートの亀裂

図一5.愛 媛県武道館のアンカーボルト欠陥

た施工が行われ,本 来要求 されていた耐震性能を

得 ることができなかった.

・あと施工アンカーを設置することで耐震性能を確

保 しよ うとしたが,鉄 筋が邪魔 となって十分な長

さのアンカーボル トを設置できなかった.

・アンカーボル トを切断 し,施 工 ミスを隠蔽 した.

b)発 生要因

・未承認の施工図で施工お よび設計監理者 による検

査が行われた.図 面管理体制に不備があった

・発注者の監督員は現場に立会 しなかった .

・本来,構 造性能 に関わる内容の図面を作成す るの

は設計監理者 の業務である.元 請JVの 技術者 と設

計監理者に責任感 の欠如がみ られた.

・"設 計図"と"施 工図"の 定義が曖昧であった.

c)対 策工

・南北の支承各16か 所 を補強材 で連結

・南側の12か 所 の支承にアンカーボル トを打増 し

(3)垂 井高架橋(図-6)

a)発 生 した問題
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図-6.垂 井高架橋で発生 したひび割れ とたわみ

・竣工1年 半後 ,多 数のひび割れが確認 された.

・詳細調査の結果ほとん どの上部工にたわみが発生

していることも判明 した.

b)発 生要因

・コンク リー トの専門分科会は"収 縮性 のあるコン

ク リー ト粗骨材の使用"を ひび割れ とたわみの

発生原因と結論付けた.

・ その後,建 設マネジメン トか らの分析結果で

"施工時の上越 し管理不足によ
って発生 したたわ

み"の 存在が明 らかになった.

・設計者 は施工時の応力変化 について計算を行 って

いたが,計 算書 を発注者に提出 しただけであった

・発注者本部か ら現場担当者への計算書内容説明は

な く,請 負者は設計者 の作成 した計算書の存在を

知 らなかった.

・設計者,発 注者,請 負者の3組 織が共に,当 該構

造物を作るために高度 な施工管理技術が必要 とい

う意識が希薄だった.

・総合的に問題 を見つめ対応す る業務 と責任は全て

請負者の現場担当技術者に集 中す る構造だった.

c)対 策工

・ひび割れ個所に樹脂 を注入

・床版上面に増厚補強

・外ケーブル を追加

5.品 質確保のためのマネジメン ト構造

(1)品 質欠陥問題の発生要因

これ らの事例で分かる様に,品 質欠陥は必要な量

の材料 を使用せず施工す るといった意図的なもので

はな く,施 工計画書の内容不足や不適切 な図面管理,

設計者 ・発注者 ・請負者の連携不足等 といった施工管

理体制の不備 によって発生 している.施 工管理 とは

品質欠陥が発生 しない ように管理(Control)と 監理

(Supervision)の並行実施が必要 となる.つ ま り,施 工

者 と発注者,そ して設計者 が一体 となった管理が必

要 となるのだが,こ れを行 うためには管理基準値 の

設定が必須条件 となる.

本研究では上述の事項 を踏まえて品質欠陥問題 の

発生要因を図-7.に 整理 した.品 質欠陥の要因は,

意図的な欠陥(手 抜き,偽 装等)と 意図的でない欠

陥(管 理不足)に 分類 される.本 研究では後者を対

象 として発生要因の追求 と対策方法 を見出すことに

した.意 図的でない欠陥は図-7.に 示す ような発生

メカニズムを持 ち,そ の原 因は着色部 の"技 術力不

足(例: 工事資源 の不備,不 確 定要素への対策不備)",
"管理基準の不完備(例: チ

ェック項 目の不備〉",
"管理基準に従 えなか

った(例: チェック段階のミ

ス)","管 理基準に従わなかった(例: 運用上,管 理

基準が機能 していなかった)"と いった事項 に分類 さ

れ るものと考え られ る.

(2)プ ロジェクト管理基本フローの構築

図-7-品 質問題の発生要因と本研究の対象範囲
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建造物の品質は,適 切なスケジュール(時 間)と

コス トを基盤 として確保 される.つ ま り,品 質管理

基準 を満た した施 工を行 うためには,適 切な施 工計

画書 とスケジュール管理表(工 程表)を 整備 し,そ

れ らを適切 に運用することが必要となる.施 工計画

書 とスケジュール管理表が適切に整備,運 用 されな

ければ品質管理基準 も機能 しないこととなる.施 工

計画書 とスケジュール管理表は各組織が持つ品質 ・安

全・時間・コス トの管理基準,さ らには現場条件や法

規・法令などを踏 まえて構築 されるものであることを

考えれば,品 質管理基準はこれ らの事項 とも深 い関

連を持つ こととなる.

本研究では,品 質管理の原点に立ち戻 り"本 来,

工事 を遂行す るための品質管理基準はどのように構

築 され,プ ロジェク トを管理す る中で どのように機

能す るものなのか"に つき考察を行い,"プ ロジェ

ク ト管理基本 フロー図"を 構築 した.図 ―8.に 構築

したプロジェク ト管理基本 フロー図を示す.以 下,

同フロー図の内容 を,品 質管理 において最 も重要な

段階であるプロジェク トの遂行段階か ら計画段階に

遡 る形で説明する.

(3)プ ロジェクトの遂行段階におけるプロセス

図一8.右 下に示 した"プ ロジェク ト遂行管理基

準"と は,遂 行段階におけるプロジェク ト管理の作

業基準を示す ものである。プロジェク ト管理におい

て重要 となる要素は品質・安全 ・時間・コス トの管理で

ある.こ れ らの管理機能は独立 したものでなく,相

互に関係性を持つものであ り,品 質・安全 ・時間の条

件 を満足 しつつ経済的に行 うことが重要である.建

設プ ロジェク トにおけるプ ロジェク ト遂行管理基準

が,施 工計画書,ス ケジュール管理表,工 事費内訳

書 とい うことになる(な お,以 下"施 工計画書"
"ス ケジ

ュール管理表""工 事費内訳書"の3点 セ ッ

トを"プ ロジェク ト遂行管理基準"と 呼ぶこととす

る).こ れ らの遂行管理基準に基づいて以下の項 目

に対す る管理が行われ ることとなる.

a)時 間管理(Tim eSchedule&Control)

主に作業指示,監 督,作 業量管理,進 捗管理,作

業手配の管理な どを指す.収 集 した実績データに基

づいてスケジュールの再検討や,是 正処置も行 う.

b)工 事資源管理(Resource Schedule&Contro1)

工事資源管理は,コ ス ト管理 ・時間管理 と連動 し

て行われるものであ り,プ ロジェク ト遂行 に必要な

各種資源(労 務,材 料,建 設機械,資 金)の 割 り当てや

平準化等,工 事資源 の最適活用 を計画 し,これ らを管

理す る.

c)安 全管理(Safbty Control)

事故 ・災害を未然に防止 ・軽減 するための方策を

講ず る必要がある.具 体的には,作 業環境の整備,

機械装置 ・用具の点検,作 業方法の改善,保 護用具の

使用,安 全教育の徹底な どが挙げ られ る。

d)コ ス ト管理(Cost control)

工事着手か ら完成に至るまでに発生す る工事資源

の消費量 と金額 を把握 し,日 標金額内に納めるよう

に管理す ることを指す.ま た,収 集 した実績デー タ

に基づいてコス ト分析 を行い,是 正処置を行 う.

図-8.構 築した「プロジェクト管理基本フロー図」
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e)品質管理(Qualityontrol & Assurance)

検査や確認を実施 し,品 質管理基準を満足 してい

るか分析を行 うことを主に指す.問 題が生 じた場合

ま原因を追究 し,再 発防止措置を講 じる.

う契約管理(ContractAdministration)

自己の担当す る業務範囲の契約諸条件を明確に し,

帝結 した契約条件を基準 として遂行す るために,各 部

【弓に 日々発生す る契約 に関連 した諸問題を横断的に

足え,プ ロジェク トの動向にあわせ て対処す る.

契約管理業務 においては,当 該作業の遂行 に要す

5時 間 とコス トが,契 約時の設定値 と比べ どれほ ど

変化 したかを立証す る作業が必要 となるが,こ れは
"生産性の変化 を実績デ―タにより立証 してゆくこ

ヒ"と 等 しい.生 産性 の変化は工事遂行資源 の"質

嚢変化分析"に よって定量的に把握す ることができ

53).

4)プ ロジェクトの契約段階におけるプロセス

契約締結のプ ロセスを図一8―右上の"入 札"か ら
"契約"に かけて示す

.契 約を締結す るためには契

勺交渉をする必要があり,相 互の権利 と義務(契 約

ヒ全 うすべき責任範囲)を 明確化 し,不 確定要素を

亟力少なくす ることが原則 となる.っ まり.発 注者

ヒ請負者は請負金額,工 期,構 造物の品質について

}意 する必要がある.ま た,発 注者には請負者が要

長どお りプ ロジェク トを遂行できるかにつき確認す

5責 務がある.よ って,発 注者は請負者が提示す る

プロジェク ト遂行管理基準を審査す ることが求め ら

亀ることとなる.こ のよ うに考 えると,プ ロジェク

ト遂行管理基準は.本 来契約交渉段階において確認

され,合 意 を経て契約事項 とされ るべ きもの となる.

プロジェク ト遂行段階 においては,契 約事項 とさ

τたプ ロジェク ト遂行管理基準の内容 を基準値 とし

ヒ契約管理業務が行われ る.よ って,発 注者 と請負

紫が合意 したプロジェク ト遂行管理基準は,そ のま

麦契約管理基準 として扱われ ることとなる.

なお,我 が国の産業慣習においては契約管理の概

糞が希薄であることか ら"プ ロジェク ト遂行管理基

鋒が契約後に提 出されても内容が充実化 されその通

り施工 されれば問題ない"と い う考 え方が一般的で

あるのが現状である.し か し本来,工 事は契約に基

づいて行われ るべきものである.ま た,品 質確保の

ヒめには発注者 と請負者の技術力を統合 し,施 工プ

ロセスの管理("経 過の管理3)")を 行 う必要があ

る.こ れ らの ことを考慮す ると,こ ういった考え方

が適切 とは考えに くい.

(5)プ ロジェクトの計画段階におけるプロセス

計画段階のプロセスを図一8.左 側 の"自 組織管理

標準"か ら"工 事積算"に かけて示す.計 画段階に

おけるプ ロセスは以下の通 りとなる.

(1)工事 目的物 の品質及び出来形の明確化のため,工

事仕様書において品質 をさだめ,設 計図面集におい

て構造物の形状や寸法 を理解する.

(2)次に,プ ロジェク ト遂行において障害 とな りえる

ものを想定 してお く必要がある.そ のために契約条

件 を確認 し,建 設予定地において現場条件調査 を行

うことで,施 工す るための不確定要素を特定 し,問

題 に繋が らないための方策を考える.

(3)契約 に基づ く品質及び出来形を満足す る工事 目的

物 を所定の工期内に,安 全かつ経済的に施 工す るよ

うな条件 と方法を見出すために施工計画 をたて,自

組織管理標準を念頭に置き,遂 行管理基準 として施

工計画書を作成す る.

(4)施工計画書からプロジェク トの遂行に必要な各タ

スクを分解 し,階 層構造的に再構築 したWBS (Work

Breakdown Structure) を組立てる.次 いでWBSを 基本

とし,プ ロジェク トの契約形態,工 事内容,規 模,

数量明細書(BＯQ; Bil1 0f Quantity)の項 目を考慮 したコ

ス ト管理項 目を設定す る.ス ケジュール管理項 目の

設定は,コ ス ト管理項 目の うち経費等,ス ケジュー

ル管理 とは直接関連をもたぬ項 目を除外 し,間 接工

事等ま とめて表現すべ き項 目を整理す ることで行わ

れ る.こ れ ら設定 された管理項 目とスケジュール計

画に基づき工事資源(労 務,材 料,建 設機械,資 金)の

割 り当てや平準化が計画 され,工 事資源の設定が行

われ る.こ れ らの検討 を基盤 として詳細な工事積算

が行 え,合 理的 な管理 と分析 に用い ることができる.

(6)施 工管理体制の基盤となる遂行管理基準

図-8.に 示 したプ ロジェク ト管理基本 フロー図は

品質確保のために必要不可欠 な事項を整理 したもの

であ り,本 来このフローに従 って施工管理体制が構

築 されるべき もの として構築 した.そ の根幹的存在

はプ ロジェク ト遂行管理 の基準 となる(1)施工計画書,

(2)スケジュール表,(3)工 事費内訳書の三点セ ッ トで

あ り,こ の3つ の書類が関連付 けられていることが必

―198―



要 とい うことになる.我 が国の建設プ ロジェク トに

おいて品質欠陥が発生す る要因を特定す るには,施

工計画書,ス ケジュール表,工 事費内訳書の内容精

度,連 携精度の実態を調査す ることが有効 となるこ

とがわかる.

6.国 内建設 プロジェク トの遂行管理基準の実態

(1)プ ロジェクト遂行管理基準の内容

我が国の建設プロジェク トの遂行管理基準(施 工

計画書,ス ケジュール管理表,工 事費内訳書)の 内

容か ら我が国の建設生産システム上の問題 を把握す

るため,品 質欠陥事例プロジェク トと,国 内の発注

機 関に依頼 し提供 して頂いた20の プロジェク トの請

負者か ら発注者に提出された契約関連図書について

比較分析を行った.結 果を表一2.に 示す.

施工計画書は発注者が作成 した 「工事施工管理の

手引」16)等に従 って作成 されてお り,構 成は同手引

が示 している参考例等 に準 じているのが一般的であ

る.表-2.に 示 されているよ うに,品 質欠陥事例プ

ロジェク トの遂行管理基準は施工法の記述が薄かっ

たものの,わ が国の一般的な状況 と比較 して特別に

奇異なものではなかった.

(2)プ ロジェクト遂行管理基準の相互連動

プロジェク ト遂行管理基準の運用実態について国

内の建設工事現場で調査を行った.当 該工事 は大手

建設企業 を代表者 とす る複数の企業からなる共同企

業体(JV)が 実施 したものである.当 該 プロジェク

トでは用地買収の遅れか らプ ロジェク トサイ トの引

渡 しが遅れ,こ れを取 り戻すために工期短縮が強 く

求め られていた.こ ういった背景もあ り,JV代 表企

業が自主開発 したスケジュール管理 ソフ トウェアを

活用 した管理が行 われていた.

我が国のプ ロジェク トマネジメン ト技術の活用方

法につき,公 共発注機関職員31名 建設企業職員97名

にアンケー トを実施 した結果からは,現 状では市販

や 自社開発等のソフ トウェアを活用 した管理はほと

ん ど行 われていない17)と い う結果が得 られてい る.

っま り,当 該 工事においては我が国の建設プロジェ

ク トの標準的なレベル以上の管理が行われていたも

の と考えられる.本 研究では請負者側の現場事務所

職員への ヒア リング及び資料収集 を行い,主 として

スケジュール表 と工事費内訳書の関連について分析

表-2.国 内における施 工計画書とスケジュール管理表

を行 った.そ の結果は以下のとお りであった.

(1)活用 されていたスケジュール管理 ソフ トウェアは

工程表を作図す るのに特化 したものであ り,工 種,

期間,相 互関係 を入力す るものであるが,プ ロジェ

ク ト遂行資源(労 務,資 材,機 材,以 下,リ ソース

とい う)を 管理す る機能は付属 していない.

(2)工事費内訳書は工種 ごとに市場単価 と標準歩掛を

掛 け合せて積算 された ものであった

(3)工程表 の工種 と工事費内訳書の工種は完全には対

応 していなかった.工 程表 と工事費内訳書 は別々の

基盤 で作成 されてお り連携管理が出来る内容ではな

かった.こ れ らの統合は"プ ロジェク トマネジャー

の頭の中"で 行われ てい るとい うのが実態であった.

当該工事の各作業に必要な リソース と作業期間を

掛け合せて算出 した工事費のデータは作成 していな

いため,工 事進捗に応 じて変動する リソース とコス

トの相関分析 をす ることが極めて難 しい.従 って,

条件変更によって発生す る工事遅延,追 加費用の請

求根拠を作成す ることも難 しい.こ ういった作業を

行 うためには工程表 と工事費内訳書 を作成する前の

段階においてWBS (Work Breakdown Structure) を構築 し,

コス ト管理項 目とスケジュール管理項 目を適切に設

定す ることが必要 となる3)が,こ ういった作業は"プ

―199―



ロジェク トマネジャーの頭の中"で 行われ,書 面や

データの形では残 されていないのが実態であった.

7.国 際建設 プロジェク トとの比較

国内建設プロジェク トの遂行管理基準の実態 をよ

り明確に把握するために,比 較対象 として国際建設

プロジェク トにおける遂行管理基準の実態について

も調査を行い,同 一の基準で評価 を行 った.国 際建

設プロジェク トにおける管理の特徴は,施 工計画書・

スケジュール管理表・工事費内訳書がそのまま契約事

項 となる3)ことで,こ の点は我が国の状況 とは大きく

異なる.こ のことがプロジェク ト遂行管理基準の内

容 にも違 いを生み出す もの と考えられる.本 研究で

は国際建設プロジェク ト4事例,国 内建設プロジェク

ト22事例(う ち2事例 は品質欠陥発生)の プロジェク

ト遂行管理基準を収集 し,定 性的,定 量的な比較 を

行った.な お,国 際建設プロジェク トにお けるプロ

ジェク ト遂行管理基準 となる(1)施工計画書,(2)ス ケ

ジュール表,(3)工 事費内訳書の3点 セ ッ トは請負者か

ら発注者に対 して"入 札図書"と して提出 され,契

約図書 として位置づけ られ ることになる.一 方,国

内建設プ ロジェク トおけるプロジェク ト遂行管理基

準は入札時 には提出 されず,"契 約後"に 請負者が

発注者 に提出 したものとなる.

(1)プ ロジェクト遂行管理基準の定性的比較

国際建設プロジェク トと国内建設プ ロジェク トの

遂行管理基準の主な相違点は下記の とお りである.

a)組 織体制

組織体制においては国内プロジェク トも国際プ ロ

ジェク トも基本的相違は見 られ なかった.し か し,

国際建設プ ロジェク トにおける組織体制では,品

質 ・安全管理部門は工事遂行部門から独立 し,プ ロ

ジェク トマネジャーの直轄 になっていた.一 方,国

内プロジェク トにおける品質管理担当者は他の担 当

と同様,"技 術 関係者"の 中に含 まれてお りこの点

は国際建設プロジェク トとは異なる.ま た,国 内建

設プロジェク トおいては各担当の業務内容や責任 に

ついての記述はなかった.

b)ス ケジュール管理表

国際建設 プロジェク トのスケジュール管理表は,

いずれの事例 もプロジェク トマネジメン トソフ トウ

ェアによって作成 されてお り,各 バーには作業順序

を示す リンクが設定されていた.ま た,バ ーチャー

トに対応するネ ットワーク型等の工程表 も詳細工程

として添付 されている.国 内建設プ ロジェク トの工

程表は,ワ ー ドプロセ ッサーか表計算 ソフ トで作成

されていた.各 バーに作業順序を示す リンクは示 さ

れ ていない ことがほとん どで,10～20行 程度のバー

チャー トを示すのみのプロジェク トが大半であった.

施工者に理由を聞くと"契 約時に提出す る工程表は

フオームがあ り,詳 細な工程表 を添付 しても発注者

側は受け取 らない"と のことであった.

なお,施 工計画書の作成マニュアル には10～20項

目か らなるA4用 紙1枚 程度のバーチャー ト,ネ ッ トワ

ーク工程表
,斜 線式工程表等が作成例 として示 され

ているが,バ ーチャー トには各タスクの相互 リンク

は記 されていない18).国 内建設プロジェク トにおい

て詳細な工程表が契約図書に組み こまれない大きな

要因は発注者側が要求 しないためであるとい うこと

が分かった.

c)資 源計画

国際建設プロジェク トは,資 材,労 働力,機 械 の

使用量を時系列(月 別)で 表示 していた.一 方,

国内建設プロジェク トの場合,資 源計画の精度は高

くなかった.マ ニュアルには資源計画(「 主要資

材」 「指定機械」)の 表現方法に指定 はなく,労 働

力の記述は求め られていない16)ため,こ ういった状

況になっているものと考え られた.

d)施 工計画 に関する事項

国内建設プ ロジェク トにおける施工計画 には,国 際

建設 プロジェク トの施工計画 よ りも詳細 な内容 を含

む ものも見 られ,プ ロジェク トごとに記述 レベル は

異なっていたが,総 じて国際建設 プ ロジェク トの施

工計画 よ り内容 が薄かった.国 内建設 プロジェク ト

においては生産性 に関す る内容が示 されていなかっ

た.よ って,提 出 された工程表や資源計画,施 工計

画 との リンクを書面上で確認す るためには経験 ある

熟練技術者 レベルの知識 によって不足す る情報 を補

完 しなが ら施 工計画書を読み進めてゆ く必要がある

もの と考え られ る.一 方,国 際プ ロジェク トの場合

は工種 ごとに生産性,必 要資源 の量が明記 されてい

るた め,経 験 の浅い技術者で も地道 に読み進 めば工

程表,資 源計画お よび施工計画の関連が概 ね確認で

きる形 となっていた.
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(2)プ ロジェクト遂行管理基準の定量的比較

施工計画書,ス ケジュール管理表お よび工事費内

訳書が相互に連動 し,実 質的な遂行管理基準 として

使用できる内容になっているか とい う観点でプロジ

ェク ト遂行管理基準の定量的評価を実施 した.評 価

項 目は下記の考え方か ら設定 した.

●プ ロジェク ト遂行管理基準である施工計画書,ス

ケジュール管理表お よび工事費内訳書の内容をそ

れぞれ評価する

●品質問題の事例か ら,プ ロジェク トを動かす組織

体制にも重要性が見出されたため,組 織表につい

ても評価を行 う

●上記 より,評 価項 目は施工計画書,ス ケジュール

管理表,工 事費内訳書,組 織表の4項 目とした

評価基準・配点等 については経験ある技術者の知見

を取 り入れ,重 み付 けをつけた評価システムを構築

した.し か しなが ら,こ の評価システ ムについては

今後分析母数の増加による精度向上,お よび評価項

目・配点等の改善を行 う必要があるとも考えてい る.

この評価結果および評価項 目,配 点,評 価基準を表

-3 .に示す.ま た,こ れ らの結果 を集計 したものを

表-4.に 示す.総 じて国際建設プロジェク トの評点

が高い とい う結果 となった.各 評価項 目における評

価概要は下記のとお りである.

a)施 工計画書の評価概要

(1)安全管理計画:国 内プ ロジェク トでは大手企業の

評価値4.3,中 堅企業3.7,地 方小企業3.7と なってお

り,大 手企業 と中堅企業,地 方小企業 との差はある

ものの企業規模による差は顕著ではない.ま た,品

質欠陥事例プロジェク トを遂行 した企業は2社 とも中

堅企業群に属 しているが評価値4.0で あ り,安 全管理

計画においては顕著な差は見 られなかった.

国際建設プロジェク トの評価値は2.5で あ り,国 内

プロジェク トに比較す ると低い値 となっている.国

際建設プロジェク トの場合,安 全管理計画の項 目を

独立 して設定 していなかったため比較的低い評価 と

なったとい う理由もあるが,再 考に値す る問題であ

る と考 えなければならない.

(2)生産性管理計画:国 内プ ロジェク トでは大手企業

4.5,中 堅企業4.9,地 方小企業5.0と なってお り,企

業規模による差はほとん ど見 られなかった.国 際建

設プ ロジェク トの場合,プ ロジェク トマネジメン ト

ソフ トウェアを用いて各 リソースの月別の必要数量

を示 していた上,生 産性についても記載 されていたた

め比較的高い評価値6.3と なった.

(3)施工方法・品質管理:国 内プ ロジェク トでは大手企

業16.0,中 堅企業13.5,地 方小企業10.3と 企業規模

が小 さくなるに従い評価値が低下する傾 向が見 られ

た.中 堅企業群に属す る品質欠陥事例プロジェク ト

を遂行 した企業の評価値は12.0で あり,他 の中堅企

業群の平均値13.5よ り低い値 を示 している.国 際プ

ロジェク トの遂行企業は大手 と中堅企業であ り,評

価値は14.0を 見る と,施 工計画書その ものには国内

プロジェク トと国際プロジェク トに大きな差はない

ことが分かる.

(4)環境その他:国 内プロジェク トでは大手企業3.0,

中堅企業2.5,地 方小企業2.3と 企業規模が小 さくな

るに従い多少評価値 が低下す る傾向が見 られた.中

堅企業群に属する品質欠陥事例プ ロジェク トを遂行

した企業の評価値は2.0で あった.国 際建設 プロジェ

ク トでは環境等の項 目についての記述は薄かったた

め,評 価 が1.0と 低 くなった.但 し,入 札条件で環境

問題 が付加 された場合は相 当量の記述がな され ると

い うことであった.

以上,施 工計画における評価 は国内プロジェク ト

では大手企業27.8,中 堅企業24.6,地 方小企業21.3

と企業規模が小 さくなるに従い多少評価値が低下す

る傾 向が見 られた.中 堅企業群 に属す る品質欠陥事

例プロジェク トを遂行 した企業の評価値は中堅企業

群の評価値よ り低い22.0で あった.国 際プロジェク

トの評価値は23.8で あり,国 内プ ロジゴク トの平均

的値 を示 した.

b)ス ケジュール管理表(工 程表)の 評価

国内プ ロジェク トでは大手企業8.3,中 堅企業8.0,

地方小企業8.5と 企業規模による差はほ とん どみ られ

なかった.但 し,品 質欠陥事例プ ロジェク ト遂行企

業の評価値 は他 よ り低い値7.0で あった.国 内建設プ

ロジェク トの場合,一 般的にバーチャー トで表現 さ

れてお り,各作業の関連が分かる表現ではなかったた

め低い評価 となった.一 方,国 際建設プロジェク ト

の場合,WBSを 構築 し,プ ロジェク トマネジメン トソ

フ トウェアを用いて各作業問の関連が表現 されてい

るため17.0と い う高い評価値 となった.国 内建設プ

ロジェク ト従事者 に対するヒア リング調査では,

―201―



表-3.国 際建設プロジェクトと国内建設プロジェクトにおけるプロジェクト遂行管理基準の定量的評価

評価 項 目と配点(計100点 満 点)

(1)施工計画書の評価(45点 満点)

評価項 目:1.安全管理(5点)2.労 務計画(5点)3機 械計画(5点)4.資 材計画(5点)5施 工方法(10点)6.品 質管理(10点)7環 境対策(2β点)8.そ の他(2.5点)
(※これらは国土交通省の作成基準に基づき設定)

(2)工事費内訳書の評価(20点 満点)

評価項 目:1.工事数量書の項 目数(10点)2.発 注者又は受注者の単価記載(10点)
(3)工程表の評価(25点 満点)

評価項 目:1.WBSの 概念の有無(10点)2.ア クティビティ数等,工 程表の精度(10点)3.詳 細工程表の有無 ・精度(5点)
(4)組織表の評価(10点 満点)

評価項 目:1.組織構造が明確で,管理者経歴が記載されている(5点)2.機 能と責任体制が明確に記載(5点)

各評 価項 目の評価 基準(5段 階評価)

(1)施工計画書の評価
5.具体的実施論がしっかりと述べられており,他の関連図書と連動し管理基準として十分に使用可能
4.具体的実施論の記述があり,他の関連図書と連動し管理基準として使用可能
3.具体的実施論の記載が乏しく,他の関連図書と連動し管理基準として使用するには追加記載か必要
2.一般論が主体で具体的実施論がほとんどない,管理基準として使用することは難しい

1.定型的な一般論を述べたのみで,管理基準と成り得ない
(2)工事費内訳書の評価

5発注者が示した工事数量書に受注者が算出した単価が記され,全工事単価の訳書が添付されている
4.発注者が示した工事数量書に受注者が算出した単価が記され,主要単価の訳書が添付されている
3.発注者が示した工事数量書に,受注者が算出した単価が記入したものが添付されている
2.発注者が示した工事数量書に,発注者が示した単価が記入したものが添付されている
L発 注者が示した工事数量書が添付されているのみ

(3)組織表の評価
5.定形用紙を用いたものだけではなく詳細な組織表と主要要員に履歴が添付
4.定形用紙を用いたものだけではなく詳細な組織表が添付
3.定形用紙を用いたものだけではなく補足組織表が添付
2.定形用紙を用いたものに補足説明が記されている
1.定形用紙に氏名を記入したもののみ

(4)工程表の評価
i)主要工程表の評価
5.CPM基 盤の高度なPMソフトで作成されたもので,生産性変化による分析が可能
4.CPM基 盤の中位PMソ フトで作成されたもので,生産性変化による分析は可能
3.PMソフトではないがCPM概 念で作成されている.生産性変化による分析はある程度可能
2.バーチャートで作成されているが,各工事期間だけでなくシークエンスもある程度理解可能
1〆一チャートで各工事期間のみを示している

ii)工程表 のWBS概念評価
5.完全にWBSの 概念で組み立てられていると思われる
4.完全ではないがWBSの 概念で組み立てられていると思われる
3.部分的にしかWBSの 概念が組み込まれていないと思われる
2.WBSの 概念はほとんどないと思われる
1.WBSの 概念は全くないと思われる

(5)組織表の評価
5.機能と責任体制の枠組みを意識した内容
4.完全ではないが機能と責任体制の枠組みを意識した内容
3.機能と責任の枠組みを意識したものではないが,責任体制は理解可能
2機 能と責任体制の枠組みを理解することは難しい内容
1機 能と責任を明示するといった概念は感じられない
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表-4・ 国際建設プロジェクトと国内建設プロジェクトにおけるプロジェクト遂行管理基準の定量的評価集計

"発 注者には提出を していないが
.詳 細スケジュー

ル表 を作成 し管理 している"と い う回答があった.

しか し,こ の状態ではプロジェク ト遂行管理基準の

設定は請負者 に任 された形 となって しま う.

c)工 事費内訳書の評価

国内プロジェク トでは品質欠陥事例プ ロジェク ト遂

行企業の評価値が5.0と 低いものの,大 手企業9.0,

中堅企業6.7,地 方小企業8.0と 企業規模に よる顕著

な差はみ られ なかった.国 際建設プロジェク トの場

合,単 価の詳細 が記載 されてお り高い評価 となった.

この差は,総 価一式契約 と単価数量精算契約 との契

約形態の違いが大きく影響 していると考 えられる.

d)組 織表の評価

国内プ ロジェク トでは大手企 業3.3,中 堅企業2.0,

地方小企業2.0,品 質欠陥事例プ ロジェク トを遂行企

業2.0で あった.大 企業 とその他の差は多少あるもの

の顕著な差はみ られなかった.問 題は国際プロジェ

ク トの評価値9.0と の差である.国 際建設プ ロジェク

トの場合,組 織表に各担 当者の氏名,役 割お よび責

任が明確 に定義 されているため高い評価 となった.

国内プロジェク トでは施工計画書作成の手引に示 さ

れた例をそのまま使用 してい るものがほとん どであ

り,役 割 と責任 が明確に定義 されているものはなか

った.

e)総 合評価値による分析

プロジェク ト遂行管理基準に関する総合評価は国内

プ ロジェク トでは大手企業48.4,中 堅企業41.3,地

方小企業39.8と 企業規模が小 さくなるに従い多少評

価値が低下す る傾 向が見 られた.品 質欠陥事例プロ

ジェク トを遂行 した企業の評価値 は36.0と 低い値 を

示 した.国 際プロジェク トの評価値は69.8で あり,

国内プロジェク トに比べ高い評価値を示 した.国 際

建設プロジェク トプロジェク トにおいては遂行管理

基準が契約条件 と等 しく,実 質的な遂行管理基準 と

して使用できるレベルの精度をもつ計画書 の作成が

求め られている.国 内外の評価の相違 は契約に対す

る考え方の相違 を背景 とす るもの と考えられる.

国内の建設プロジェク トにおいては契約管理の概

念が希薄であることを背景 として,施 工計画書,ス

ケジュール表(工 程表),工 事費内訳書の連携性が

薄い と同時に,そ れぞれの精度 ・実用性 も高くない と

い うアンケー ト結果が得 られている17).つ ま り,発

注者 と請負者の間で共有 されているこれ らの管理基

準書類が形式的な存在 として位置づけ られ,十 分に

機能 していないことが想像できる.

一方
,国 際建設プロジェク トにおいては,契 約管

理上の必要性か らコス ト,時 間,生 産性の連携管理

が必須条件 となる.こ のためプロジェク ト遂行管理

基準 となる施工計画書,ス ケジュール管理表,工 事

費内訳書が同じレベル の精度を保 ち作成 されていな

くてはならないことになる.プ ロジェク ト遂行管理

基準の精度は品質管理 と安全管理 の精度にも深 く関

係 して くる.つ ま り,契 約管理に対す る基盤づ くり

は品質管理 と安全管理の基盤 づ く りとい うことなる.

国内建設プロジェク トにおいては契約管理に関する

意識はほとん どない といってよい.品 質管理 と安全

管理はこれまで"相 互信頼の基盤"に よってな され

てきた."競 争の原理"へ の移行は不可避 な条件で

あるすれば,現 状の管理システムで品質 と安全 を守

ることは困難 になると考えなければならない.

8.安 全 ・工事品質確保の具体 的方策

我 が国の建設プロジェク トにおいては,総 合管理

における構造的欠陥が見られた.そ れは,本 来連動
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して作成 され るべきプ ロジェク ト遂行管理基準 とな

るべき施工計画書,ス ケジュール表,工 事費内訳書

が連動 していないことである.こ れ らは,適 切なWBS

の設定を基盤 として作成 されるべきものであるが,

我が国の建設産業 においてはこの意識が極 めて薄い.
"信義則"を 基盤 とする現在の公共工事標準請負

契約約款のもとにおいて,プ ロジェク ト遂行管理基

準の3要 素は契約事項 とはなっていない.そ のため,

具体的な方策や確認方法がほ とんど記 されていない

施工計画書や,作 業の前後関係 が不明確な工程表が

作成 され,こ れが受領や承認 をされて しま う.こ う

して,施 工管理体制構築 と管理基準設定が不十分な

ままで施工段階に入 り,ミ ス等の発見ができない と

い う事態 を招いてしま うこととなる.同 時1に 論理

的基盤の乏 しい設計変更手続きの原因 ともなってい

る.具 体的方策 として早急 に行 うべきは,施 工計画

書の充実 ・重視 と,発 注者 と請負者の技術力 を統合 し

た"経 過の管理3)"の 実現である.そ のための具体的

方策 を以下に示す.

・入札時にWBS;Work Breakdown Structureに 基づ く

施工計画書,ス ケジユール表,工 事内訳書の提 出

を求めるシステムとす る

・契約図書の一部 として施工計画書,ス ケジュール

表,工 事内訳書を位置付 ける

・発注者 と請負者 による生産性管理データの共有 シ

ステムを作 る.具 体的には 日報システムの強化

9-お わ りに

我が国の入札 システムは入札額 を記 した紙 を入札

箱に投入す るだけの,正 に"札 入れ"で ある.超 低

入札の顕在化や総合評価方式 の導入等で,最 近では

多少の書類の提出を求 めるようになってきたが,施

工計画書,ス ケジュール管理表,工 事費内訳書の提

出までは至っていない.こ れ ら管理基準 となる書類

の内容の充実 と精度向上は"経 過の管理"の 具現の

基盤 であ り透 明性の確保への必須条件 といって よい.

同時に,現 状のシステムを抜本的 に改革 しなければ

品質欠陥や事故災割の発生 リスクは拡大することな

る.早 急な対応が求め られていると考 える.

本研究では国内プロジェク ト20,品 質欠陥プロジェ

ク ト2,国 際プ ロジェク ト4の施工計画書 とスケジュ

ール表の分析 を基 に我が国の公共工事の管理実態を

把握す ることを試みた.分 析作業は多 くの時間を要

したが,調 査分析の精度 の面か らみての十分な母数

であった とは考えていない.今 後,よ り多 くのプ ロ

ジェク ト契約関連図書を分析 し,精 度向上を図って

行かねばな らないが,今 回の研究では我が国の建設

産業が抱 えるプロジェク ト遂行上の問題の本質は把

握できたと考えている.
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A study on the problems of quality control system and it's counter measure in public work projects 

Takashi GOSO, Seiichi HAMADA, Yushi HIURA and Shunji KUSAYANAGI

 Recently, the quality defect problem is arising in public works. Many countermeasures to ensure quality have been 

implemented based on "Bill for Ensuring the Quality of Public Works" enforced in 2005. However, one of the causes 

 of quality defect problem is that project management system does not work enough in Japanese Public Works. Project 

management system in Japanese construction industry does not have integrated among time, cost, quality and safety 
management functions, and to ensure enough quality, project management system should have integrated time, cost, 

quality and safety functions. Actual situation of project management system in Japanese construction industry was 

studied by investigation of Construction method statement, Schedule diagram and Cost breakdown of actual projects, 

questionnaire survey with active engineers and investigation of laws and standard conditions of contract in Japanese 

Public Works. Based on the study, countermeasures were found out. In order to improve the system the most important 

countermeasures recommended are to make Construction method statement, Schedule diagram and Cost breakdown as 
a part of tender documents and to give them contractual binding force.
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